
電力会社における自主的安全性向上の取り組みと
規制に期待すること 
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はじめに 2 

 米国ROPにおいては、事業者が原子炉施設の安全確保における自らの責任を
主体的に果たすことを制度の前提としており、これによって軽微な事項は事業
者の改善活動に委ねられ、規制は安全上重要な問題への対応に規制資源を
集中させることが可能となっている。 

 リスク・インフォームド、パフォーマンス・ベースの考え方を取り入れ、規制と事
業者がそれぞれの役割分担の下、効率的に実質的な安全性の向上を目指し
た検査制度とするには、事業者の自主的安全性向上活動は不可欠である。 

 特に、安全性の向上とリスクの低減に向け、PRAを経営判断のツールとして活
用していくための高度化や、関連する基礎基盤の整備は重要であり、事業者と
してリスク情報を活用した意思決定（Risk-Informed Decision-Making: RIDM）を
発電所のマネジメントに導入することとしている。 

 また、RIDMにより安全性を向上するための取り組みの基本方針・アクションプ
ラン等を「RIDM導入戦略プラン」としてとりまとめたところである。 



RIDMの導入により目指す姿 3 

(1) 
パフォーマンス 
監視・評価 

(3) 
意思決定 
実行 

(2) 
リスク評価 

(4)是正処置プログラム（CAP） 
(5)コンフィグレーション管理 

発電所全体 
RIDMの構成要素 
 (1)パフォーマンス監視・評価 
 (2)リスク評価 
 (3)意思決定・実行 

上記を支える技術的・制度的基盤 
 (4)是正処置プログラム※1 

 (5)コンフィグレーション管理※2 

・経営層のリーダーシップ 

・(1)～(5)が組織全体にわたって 
 高いレベルで実現されていること 

・相互に密に連携が取れていること 

RIDMの実現に重要な事項 

※1 是正処置プログラム（Corrective Action Program: CAP）：事業者における問題を発見して解決する取組み。   
    問題の安全上の重要性の評価、対応の優先順位付け、解決するまで管理していくプロセスを含む。 

※2 コンフィグレーション管理：設計要件、施設の物理構成、施設構成情報の３要素の一貫性を維持するための取組み。 



RIDMの導入に向けた戦略プランの基本方針 4 

フェーズ１（2020年もしくはプラント再稼働までの期間） 
今あるツールでリスク情報活用を実践しながら、RIDM導入のために必要な技術基盤を整備 
  ⇒内的事象のリスクに対し、RIDMによる安全性向上マネジメントの仕組みを整備。 

フェーズ２（2020年もしくはプラント再稼働以降） 
フェーズ１で導入したマネジメントの有効性を評価し、継続的に改善 
  ⇒日常の発電所運転・保守管理について、RIDM導入を進める。 
  ⇒設計基準を超えた状況への更なる対応力強化を図る。 

外的事象のリスクへの対応 
 決定論的評価を中心にリスク評価を実施しつつ、研究成果をふまえ外的事象PRAを順次導入する。 

長期停止中プラントへの対応 
 運転プラントとのリスクの大きさの違いを考慮したマネジメントを実施。 



事業者活動の継続的安全向上にむけた主体的取り組み 

⑤フリーアクセスに 
係る環境整備 

 ②パフォーマンス指標に 
   よる保安活動の監視 

④コンフィグレーション 
管理 

①ＣＡＰ活動 
 

ＲＯＰ 

③リスク情報活用 
 

人材育成／標準・規格等整備／学術発展 
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 新たな検査制度では、事業者の保安活動の主体性・自律性は重要であり、事業者と
してRIDM戦略プランへの対応を含め、以下の活動にしっかり取り組んでいく。 

 原子力安全に第一義的責任を有する事業者が、保安活動を進めるにあたり、透明性
の確保された民間規格等を積極的に活用していくために、規制としても民間規格をこ
れまで以上にエンドースするなど民間規格を活用する意義を高めるような仕組みを検
討されることを期待。 



継続的安全向上にむけた主体的取り組みの状況 

  取り組み状況 

①CAP活動 ・ガイドラインを策定し、各社毎に必要な改善を実施 

②パフォーマンス指標 
   による保安活動の 
   監視 

・ガイドラインを策定し、各社毎に必要な改善を実施 

③リスク情報活用 
・RIDMに係る業界大の戦略プランを策定 
・RIDMの戦略プランを踏まえ、各社毎に具体的な活動を展開 

④コンフィグレーション 
  管理 

・ガイドラインを策定し、各社毎に必要な改善を実施 

⑤フリーアクセスに係る 
  環境整備 

・検査を効率的、効果的に実施するために情報の開示手段・方法の改
善を実施 
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新たな検査制度の導入に向けて 7 

 米国ROPにおいては、リスク・インフォームドで確認対象を“選択”するとともに、見出し
た問題への対応においても、リスク・インフォームド、パフォーマンス・ベースの考え方
により、安全上重要な問題への対応に規制資源を“集中”させることを制度の基礎とし
ている。 

 規制資源を“安全上重要”な問題により集中させ、より深く施設の安全状況を見る、す
なわち施設の安全パフォーマンスが規制基準の要求水準から劣後していないかを専
門家として監視・評価する一方、安全上それほど重要でない（マイナー）事象について
は、CAP などによる事業者の問題の把握と解決のプロセス（Problem Identification 
and Resolution）を日常的に監視することで代替するなど、安全上重要度に応じた対応
が取られている。 

 このように、米国においては規制と事業者の活動がかみ合うことで、効率的に実質的
な安全性の向上を目指した仕組みとなっている。 

 日本においても規制と事業者がそれぞれの役割分担の下、効率的に実質的な安全性
の向上を目指した検査制度とするには、事業者の自主的安全性向上活動は必要不可
欠である。 

 その上で新たな検査制度に対する事業者としての今後の期待を以降に示す。 

 



米国ＲＯＰ導入前の制度上の問題点とその改善 

ROP SALP 

 成功した点 

 失敗した点 改善 

 米国では、ROP導入以前の制度（SALP※）において、検査官の恣意的判断や介入、安全上
影響のない又は影響の小さな問題に過剰な対応を求めたことにより発電所現場が混乱 

 ROPは、SALPで失敗した点を改善 

SALPでは以下の問題点あり 
 ①安全上重要な問題にフォーカスしていない 
 ②過度に主観的。理解できない、予見できな 
    い規制措置を伴う 
 ③制度の重複（規制措置と評価結果） 

 主観的な決定と判断が中心とならないよう客観性
を増す。 

 規制措置を事業者のパフォーマンスと明確に結び
付けることで規制措置の理解性を高める。 

 プラント安全に大きな影響をもつ側面にNRCと事
業者のリソースをフォーカスできるよう、プロセスを
リスクインフォームドにする。 

 ROPの評価と強制措置(Enforcement)を密接に関
連付け統合。 

※ SALP： Systematic Assessment of Licensee  
               Performance 

(2000年導入) (1980年導入) 

日本はSALPの失敗を踏まえた制度とする必要あり 

 ・リスクインフォームド・パフォーマンスベースの規制、客観性・一貫性・予見性の確保、セーフ
ティ・フォーカス 
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リスクインフォームド・パフォーマンスベースの規制 

 原子力規制検査及び総合的な評定に当たっては、リスクインフォームド、パフォーマン
スベースで厳格に検査を行うという基本理念が実現されていることを期待。 

 原子力規制検査は、安全上の重要性やリスク評価に着目して検査対象の選定が行
われることを期待。 

米国ROP の場合では、リ
スク・インフォームドで検査
の確認対象を選択するとと
もに、 見出した問題への
対応においても、リスク・イ
ンフォームド、パフォーマン
ス・ベースの考え方により、
安全上重要な問題への対
応に規制資源を“集中”さ
せることを制度の基礎とし
ている。 
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客観性・一貫性・予見性の確保 

 米国では、制度運用や判定の一貫性及び予見性、透明性を確保する観点から、その
具体的な方法をマニュアル等で明確化し、継続的な見直しを実施。 

 日本においても事業者等の保安活動全般を包括的に常時監視・評価するにあたって
は、その具体的な方法をマニュアル等で明確化し、継続的な見直しを実施するなどに
より、客観性・実効性ある運用がなされることを期待。 

 マニュアル策定にあたっては、国際的な基準や先行する海外事例との整合を図りつ
つ、判断基準を明確化し、規制化するためのプロセスが整備されることを期待。 

（NRCホームページより） 
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（NRCホームページより） 

検査結果等の明快な公表 

 米国ＮＲＣは、ホームページ上で検査ガイドや検査の判断基準、検査結果などを公開。 

 日本においても原子力規制検査に基づく取組状況について、世間に対する分かりやす
い説明がなされることを期待。特に、原子力規制検査及び総合的な評定の結果につい
ては、根拠等含め明確かつ具体的に分かりやすく公表されることを期待。 
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 米国では安全上それほど重要でない（マイナー）事例をIMC0612 Appendix Eで紹介。 

 規制資源を安全上重要な問題に集中させ、マイナー事象についてはCAPなどによる
事業者の”問題の把握と解決のプロセス” （Problem Identification and Resolution）を
日常的に監視するなど、安全上の重要度に応じた対応をとっている。 

 日本においても米国と同様のマイナー事例集を整備することを規制側から表明いた

だいているが、事象の評価に際しては日米で同じ重要度判断がなされることを期待。 

マイナー事例集の整備 

IMC 0612 Appendix E “Example of Minor Issues” 
を電気事業連合会にて和訳したものを一部抜粋 



 原子力事業者は、保安活動の主体性・自律性が重要であるとの認識のもと、

RIDMを含め自主的安全性向上を図るための活動を行っている。 

 米国ＲＯＰの成功は、従来プロセスの失敗から学び、以下の点に留意し制度化し

たことにあり、我が国においてもこの基本理念に基づく制度を確立すべき。 

 リスクインフォームド・パフォーマンスベースの規制 

 客観性・一貫性・予見性の確保 

 セーフティ・フォーカス 

 原子力規制検査をより良い制度としてくためには、規制と原子力事業者等との緊

密かつ継続的なコミュニケーションを図りながら、基本理念に基づく規制制度が

達成できるよう継続的改善を図っていくことが重要であり、事業者としても積極的

に協力して参りたい。 

 また、透明性を確保し原子力への信頼を高めていくためには、この規制と原子力

事業者等との対話の内容を社会に対して明快に情報発信することが重要。 

まとめ 
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